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飯能市開発行為に関する指導要綱
（当 初 昭和４８年告示第２３５号）

（全部改正 昭和５６年告示第２２９号）

（最終改正 令和 ８年告示第１１７号）

第１章 総則

（目的）

第１条 この要綱は、本市内における開発行為の施行に関し、開発指導の基準を定めること

により、無秩序な開発行為を防止し、良好な自然環境を保持しつつ都市の開発を図り、も

って市民のための生活環境の保全整備と福祉の増進に寄与するとともに、ゆとりと潤い

のある安全で快適なまちづくりを図ることを目的とする。

（用語の意義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。

⑴ 開発行為 土地の区画形質の変更（埋立て等を含む。）及び建築物の建築（用途変更

を含む。）をいう。

⑵ 事業主 開発行為を施行しようとする者をいう。

⑶ 公共・公益施設 公共又は公益の用に供する道路、河川、水路、水道、下水道、公園、

緑地、消防施設、学校教育施設、保育所、幼稚園、老人福祉施設、社会教育施設、集会

施設等をいう。

⑷ 埋立て等 土砂等による土地の埋立て、盛土及び土砂等の一時的なたい積並びに切

土をいう。

⑸ 社寺仏閣等 礼拝の施設を備える神社、寺院、教会及び修道院をいう。

⑹ 墓地の造成等 墓地、埋葬等に関する法律（昭和２３年法律第４８号）第２条第５

項に規定する墓地の造成又は同法同条第６項に規定する納骨堂の建設をいう。

⑺ ペット霊園 飯能市ペット霊園等の設置等に関する指導要綱（平成２２年告示第

８９号）第２条第１号に規定するペット霊園をいう。

⑻ 産業廃棄物 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第２

条第４項に規定する廃棄物をいう。

（適用の基準）

第３条 この要綱の規定は、本市内における全ての開発行為のうち、第５条の規定に該当す

る開発行為に対して適用するものとし、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）の及ば

ない都市計画区域外及び農地法（昭和２７年法律第２２９号）の及ばない山林等に係る開
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発行為についても適用する。

２ 開発行為の技術基準は、この要綱に定めるもののほか、都市計画法、建築基準法（昭和

２５年法律第２０１号）、飯能市環境保全条例（平成８年条例第４号）、飯能市宅地造成工

事等技術指針（平成６年告示第３７号）、飯能市開発防災マップ指導指針（平成１８年告

示第６３号）、飯能市宅地造成工事等技術指針（排水工事編）（平成９年告示第２９号）そ

の他の関係法令等の定めるところによる。

３ 日照・電波障害については、関係法令によるもののほか埼玉県中高層建築物の建築に係

る指導等に関する要綱（昭和５３年１０月７日施行）及び飯能市電波障害対策に関する指

導要綱（平成２３年告示第９７号）によらなければならない。

（開発行為の制限）

第４条 社寺仏閣等の新設及び墓地の造成等については、次に定めるところによる。

⑴ 社寺仏閣等の新設については、別に定める基準に適合するものでなければならない。

⑵ 墓地の造成等については、当分の間認めないものとする。ただし、既存の墓地に隣接

して１，０００平方メートル未満の区域を加える場合は、この限りでない。

２ 土地の埋立て等による区画形質の変更については、認めないものとする。ただし、必要

な範囲で行う埋立て及び市長が特別の理由があると認める場合は、この限りでない。

３ 産業廃棄物処理施設の設置については、認めないものとする。ただし、市長が特別の理

由があると認める場合は、この限りでない。

４ 開発区域に、次に掲げる地域を含めてはならない。ただし、市長が特別の理由があると

認める場合は、この限りでない。

⑴ 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）に基づく農業振興地域

の農用地

⑵ 生産緑地法（昭和４９年法律第６８号）に基づく生産緑地

⑶ 森林法（昭和２６年法律第２４９号）に基づく保安林、保安林予定森林及び保安施設

地区

⑷ 砂防法（明治３０年法律第２９号）に基づく砂防指定地

⑸ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法

律第５７号）に基づく土砂災害特別警戒区域

⑹ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）に基づく

急傾斜地崩壊危険区域及びこれに準ずる区域

⑺ 飯能市開発防災マップ指導指針で定める危険斜面の区域

⑻ 飯能市宅地造成工事等技術指針４―１―２自然斜面の安定性評価の表４―１でＡラ

ンクに分類される斜面

⑼ その他土砂の流出、地すべり等の災害が発生するおそれのある区域
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５ 都市計画区域外の造成地における切土及び盛土の高さ（法肩と法尻の高低差をいう。）

については、別に定める基準によるものとする。

６ 建築物の軒高（地盤面から軒までの高さをいう。）は３５メートル以下とすること。た

だし、別に定める建築物及び市長が特別の理由があると認める場合は、この限りでない。

（適用範囲）

第５条 この要綱の適用範囲の基準は、次に定めるところによる。

⑴ 建築物の建築の用に供する目的で行う土地の区画形質の変更にあっては、５区画以

上又は５００平方メートル以上のもの

⑵ 前条第２項ただし書に該当する土地の埋立て等による区画形質の変更にあっては、

飯能市環境保全条例第２２条第１項各号の規定に該当するもの

⑶ 屋外において主に運動場に供する目的で行う土地の区画形質の変更にあっては、

１，０００平方メートル以上のもの

⑷ 前３号に掲げるもの以外の土地の区画形質の変更にあっては、３，０００平方メート

ル以上のもの

⑸ 建築物の建築にあっては、次のいずれかに該当するもの

ア 建築計画戸数５戸以上のもの

イ 延べ面積３００平方メートル以上のもの。ただし、増築については、増築分の延べ

面積が３００平方メートル以上かつ既存建築物の０．５倍以上のもの

ウ 第１種低層住居専用地域又は第２種低層住居専用地域内における軒の高さが７メ

ートルを超える建築物又は地階を除く階数が３以上の建築物

エ 建築物の高さが１０メートルを超えるもの

オ 社寺仏閣等の新設に当たるもの

⑹ 建築物の用途変更にあっては、用途変更に係る部分の床面積が２，０００平方メー

トル以上のもの

⑺ ペット霊園の新設に当たるもの

２ 前項で規定する適用範囲の基準に満たない開発行為を施行した事業主が、その開発行

為完了後１年を経過せずに、その開発行為に係る開発区域に隣接し、又は連続して開発行

為を行おうとするときは、それらを一体の開発行為とみなして、前項の規定を適用する。

３ 既にこの要綱に基づく事前協議が終了した開発行為（以下この項において「協議済の開

発行為」という。）に係る開発区域に隣接し、又は連続して同一の事業主が開発行為を行

おうとする場合で、協議済の開発行為が完了する前に、又は協議済の開発行為が完了して

いる場合であってもその開発行為に係る事前協議終了後１年を経過せずに開発行為を行

おうとするときは、この要綱の適用に当たっては、同一の事業とみなす。

（適用除外）
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第５条の２ 前条に規定する事業のうち、次に掲げる開発行為については、この要綱を適用

しない。

⑴ 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）による土地区画整理事業、都市再開発

法（昭和４４年法律第３８号）による市街地再開発事業等の施行として行う開発行為

⑵ 本市がその組織に加わっている一部事務組合等が行う開発行為

⑶ 主たる目的が自己居住用の住宅である建築物の建築。ただし、前条第１項第５号エに

該当するものを除く。

（事前協議）

第６条 第５条の規定に該当する事業を行おうとする者は、都市計画法、建築基準法その他

の関係法令による許認可等の手続に先駆けて、あらかじめ市長に申し出て、計画、設計、

管理、費用負担等について協議しなければならない。事前協議終了後、その内容を変更し

ようとする場合においても、また同様とする。

２ 前項の規定により、事前協議を行う場合は、開発行為事前協議申出書（様式第１号）に

設計説明書（様式第２号）その他必要な図書を添付し、事前協議の内容を変更する場合は、

開発行為事前協議変更申出書（様式第３号）に必要な図書を添付して市長に申出をしなけ

ればならない。

３ 事業を承継しようとする者は、あらかじめ事前協議の地位承継申出書（様式第４号）を

市長に提出し、その承認を受けなければならない。

４ 第１項の規定による市長との事前協議が終了した旨の通知をした日から起算して３年

を経過した日において、当該事前協議に係る事業に着手していないときは、その事前協議

は失効したものとし、その後に着工しようとする場合においては、改めて市長と協議しな

ければならない。

（基本的事項）

第６条の２ 事業主は、関係法令等を遵守して設計及び施工をしなければならない。

２ 事業主は、総合振興計画、都市計画、道路計画等と整合のとれた事業を計画しなければ

ならない。

３ 事業主は、周辺地域を含めて、自然的、社会的諸条件を十分に考慮し、良好な環境の保

全、整備等に努めなければならない。

４ ２以上の開発行為に係る開発区域が隣接し、又は連続して開発行為を行おうとする場

合においては、事業主が同一のものであるか、又は異なるものであるかにかかわらず、そ

れらの開発行為は、総合的かつ一体的なものとして計画するように努めなければならな

い。
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（周辺住民等への説明）

第６条の３ 事業主は、事前協議の申出をするに当たっては、開発行為が影響を及ぼすおそ

れのある周辺住民等に対し、事業計画説明書（様式第５号）その他必要な図書によってそ

の事業計画の概要を説明して事業内容の周知を図り、紛争等が生じないようにしなけれ

ばならない。

２ 事業主は、前項の規定により周辺住民等に対して説明する場合で、当該開発行為の内容

が別に定める基準に該当するときは、説明後速やかに、周辺住民等説明状況報告書（様式

第６号の１、様式第６号の２、様式第６号の３）を市長に提出しなければならない。

（事業計画の公表）

第６条の４ 市長は、第６条第１項の規定による事前協議の申出があった場合において、当

該申出の事業の内容が前条第２項に規定する報告書の提出を要するものに該当し、かつ、

必要と認めるときは、その事業計画の概要を公表するものとする。

第２章 公共・公益施設等

（公共・公益施設の帰属及び管理）

第７条 事業主は、市長が必要と認めた公共・公益施設を整備しなければならない。

２ 事業主は、公共・公益施設の帰属及び管理について、当該公共・公益施設の帰属又は管

理をすることとなる者と協議しなければならない。

３ 事業主は、前項の規定による協議の結果、市に帰属することとなる公共・公益施設につ

いては、完了検査終了後にその手続を行わなければならない。

（道路）

第８条 道路の設計及び施工は、この要綱に定めるもののほか、道路法（昭和２７年法律第

１８０号）、都市計画法その他の関係法令等によるものとし、開発区域外の既存道路又は

計画道路との摺付け等の接続については、道路管理者等と協議しなければならない。

２ 道路の築造基準は、次に定めるもののほか、道路法、道路構造令（昭和４５年政令第３

２０号）、飯能市道路の構造の技術的基準等を定める条例（平成２４年条例第３７号）、道

路土工指針、土木構造物標準設計、都市計画法等によるものとする。

⑴ 道路の幅員、隅切り及び街区計画については、都市計画法によるものとする。ただし、

都市計画区域外における道路の幅員については、別に定める基準によるものとする。

⑵ 道路の転回広場については、飯能市道路の位置の指定、変更及び廃止の取扱い基準に

よるものとする。

⑶ 道路の構造は、各種調査を実施し、地形、地質、交通状況等の条件を考慮し、安全か

つ円滑な交通を確保できるものとし、道路構造物、法面の処理等については、安全な設

計及び施工をしなければならない。
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⑷ 舗装については、別に定める基準により、交通の質と量、路床等の条件を考慮し、滑

りにくく、耐久性のある設計及び施工をし、縦断勾配が６パーセントを超える場合は、

滑り止め舗装としなければならない。

⑸ 道路の両側には、路面排水としてＬ型側溝（雨水管渠併設）、ＬＵ型側溝（３００ミ

リメートル以上）等の排水構造物及び雨水ますを設置するものとし、流末を既設の道路

側溝又は排水管若しくは河川、水路等に接続する場合においては、道路管理者、河川管

理者、水路管理者等と協議し、許可又は承認を受けた後に施工し、その他の場合におい

ては、開発区域内に排水処理施設を設置して処理しなければならない。

⑹ 交通安全施設の設計及び施工については、別に定めるところにより道路管理者、埼玉

県公安委員会等と協議しなければならない。

（河川、水路等）

第８条の２ 事業主は、開発区域内から放流する雨水又は処理水に対応する流下能力がな

い下流の河川、水路等については、河川管理者、水路管理者等が必要と認める区間の河川、

水路等を改修整備しなければならない。

２ 事業主は、河川、水路等を工事する場合においては、あらかじめ河川管理者、水路管理

者等と協議し、許可又は承認を受けた後に施工しなければならない。

３ 河川、水路等を改修整備する場合においては、原則として開渠としなければならない。

（水道）

第９条 水道施設の設計及び施工は、水道法（昭和３２年法律第１７７号）、飯能市水道事

業給水条例（平成７年条例第２９号）その他の関係法令等によるものとする。

２ 事業主は、必要な水道施設について事業主の負担において整備し、公道に布設する水道

管は、市に寄附するものとする。

３ 事業主は、水道施設の計画、設計、施工方法等の詳細について水道事業の管理者の権限

を行う市長と協議しなければならない。

（排水の処理）

第１０条 汚水及び雨水の処理施設の設計及び施工は、この要綱で定めるもののほか、下水

道法（昭和３３年法律第７９号）、河川法（昭和３９年法律第１６７号）、砂防法、都市計

画法、飯能市下水道条例（昭和４７年条例第２６号）、飯能市宅地造成工事等技術指針（排

水工事編）その他の関係法令等によるものとする。

２ 公共下水道に接続する場合における排水施設、処理施設又はこれらの施設を補完する

ために設けられるポンプ施設その他の施設(以下「排水施設等」という。)の設計及び施工

については、あらかじめ下水道事業の管理者の権限を行う市長（以下この条において「市

長」という。）と協議しなければならない。
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３ 前項の協議により設置される排水施設等は、事業主の費用負担において施工し、市長が

必要と認める施設については、市に無償で譲渡するものとする。

４ 排水設備等の新設等の工事（市長が定める軽微な工事を除く。）は、飯能市指定下水道

工事店にて施工しなければならない。

５ 雨水又は処理水を河川、水路等に放流する場合においては、河川占用等について河川管

理者、水路管理者等と、既設の道路側溝、排水管等に放流する場合においては、道路占用

等について道路管理者等とあらかじめ協議し、許可又は承認を受けた後に施工しなけれ

ばならない。

６ 雨水又は処理水の放流に起因して紛争が生じたときは、事業主の責任において速やか

に解決しなければならない。

（汚水の処理）

第１０条の２ 公共下水道を利用することができる地域における汚水の処理については、

原則として、公共下水道を利用しなければならない。

２ 公共下水道を利用することができない地域における汚水の処理については、合併処理

浄化槽によるものとする。ただし、道路側溝に放流する場合は、別に定める基準による。

３ 合併処理浄化槽により汚水の処理ができない場合においては、し尿についてはくみ取

りにより処理するものとし、家庭雑排水については宅地内で処理するものとする。

４ 合併処理浄化槽による処理水の水質基準については、別に定めるところによる。

（雨水の処理）

第１０条の３ 雨水の処理については、雨水流出抑制が図られるよう地下浸透施設を設置

しなければならない。ただし、地形、地質等により雨水を地下浸透させることが望ましく

ない場合においては、この限りでない。

２ 雨水処理施設等の設計については、飯能市宅地造成工事等技術指針（排水工事編）に定

めるところによる。ただし、埋立て等については、飯能市環境保全条例施行規則（平成８

年規則第３１号）に定めるところによる。

３ 開発区域が１ヘクタール以上の場合においては、雨水調整池の設置について、あらかじ

め河川管理者と協議しなければならない。

（廃棄物の処理）

第１１条 事業主は、住宅の建築を目的とする開発行為を行う場合は、原則、ごみ集積所（１

戸当たり０．３平方メートル以上）を設けなければならない。

２ 前項の集積所の構造等については、別に定める基準によるものとする。
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（公園、緑地等）

第１２条 事業主は、住宅の建築を目的とする開発行為にあっては、別に定める基準により

公園を設置しなければならない。ただし、土地区画整理事業施行区域、近隣商業地域及び

商業地域にあっては、この限りでない。

２ 事業主は、別に定める基準により緑地等を整備しなければならない。

（消防施設）

第１２条の２ 事業主は、消防に必要な水利施設については別に定める基準により、その他

の消防施設については消防力の整備指針（平成１２年消防庁告示第１号）により、事業主

の負担によって整備しなければならない。

２ 事業主は、消防用機械器具置場等を設置する場合においては、その用地を無償提供する

とともに、建設に要する費用及び機械器具を整備する費用を負担するものとし、細部につ

いては、埼玉西部消防組合管理者（以下「消防組合管理者」という。）と協議しなければ

ならない。

３ 消防活動のための場所の確保及び進入路の構造については、消防組合管理者と協議し

なければならない。

（学校教育施設）

第１３条 事業主は、住宅の建築を目的とする開発行為を行う場合であって、その建築計画

戸数が５００戸以上で市長が必要と認める場合においては、小学校及び中学校の用地を

確保するものとし、その位置、規模等については、あらかじめ市長と協議しなければなら

ない。

２ 前項の規定は、国又は地方公共団体が行う開発行為には適用しない。

３ 学校の位置は、通学に便利で、かつ、教育上ふさわしい環境であることとし、必要な通

学路を整備しなければならない。

（保育所及び幼稚園）

第１４条 事業主は、住宅の建築を目的とする開発行為であって、その建築計画戸数が

５００戸以上で市長が必要と認める場合においては、保育所又は幼稚園の用地を確保す

るものとし、その位置、規模等については、あらかじめ市長と協議しなければならない。

（老人福祉施設）

第１５条 事業主は、住宅の建築を目的とする開発行為であって、その建築計画戸数が

５００戸以上で市長が必要と認める場合においては、老人福祉施設の用地を確保するも

のとし、その位置、規模等については、あらかじめ市長と協議しなければならない。
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（社会教育施設）

第１６条 事業主は、住宅の建築を目的とする開発行為であって、市長が必要と認める場合

においては、社会教育施設の用地を確保するものとし、その位置、規模等については、あ

らかじめ教育委員会と協議しなければならない。

（集会施設等）

第１６条の２ 事業主は、住宅の建築を目的とする開発行為にあっては、原則として別に定

める基準により集会施設等を設置しなければならない。

（駐車場等）

第１７条 事業主は、別に定める基準により駐車場等を設置しなければならない。

（安全施設）

第１８条 公共・公益施設に係る安全施設は、全て事業主が設置しなければならない。

（街路灯等）

第１９条 事業主は、街路灯及び防犯灯を必要な箇所に設置しなければならない。

２ 事業主は、防犯の視点を取り入れた見通しの確保等により犯罪を起こさせにくい環境

を整備しなければならない。

（その他の施設）

第２０条 事業主は、巡査派出所、郵便局、医療施設、電気、ガス、交通、電話等の施設の

整備については、あらかじめ関係機関と協議し、入居後の日常生活に支障のないようにし

なければならない。

第３章 一般事項

（環境基本調査）

第２１条 第５条に規定する開発行為（第５条の２の規定による適用除外の開発行為を除

く。）のうち、埼玉県環境影響評価条例（平成６年埼玉県条例第６１号）の適用を受ける

事業を行おうとする者は、事前協議の申出をするに当たっては、あらかじめ環境基本調査

を実施し、その調査結果を環境基本調査報告書（様式第７号）にまとめて市長に提出しな

ければならない。

２ 環境基本調査は、環境に影響を及ぼす地域における社会的状況及び自然的状況につい

て調査するものとする。

３ 環境に影響を及ぼす地域については、埼玉県環境影響評価条例施行規則（平成７年埼玉

県規則第９８号）第３条で定める環境に影響を及ぼす地域に関する基準を準用する。
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４ 環境に影響を及ぼす地域における社会的状況及び自然的状況については、埼玉県環境

影響評価技術指針（平成１１年埼玉県告示第１５８８号）に定める地域特性の把握を準用

する。

５ 環境基本調査の実施に関し必要な事項は、別に定める。

（区画等の基準）

第２２条 １区画の面積（埼玉県建築基準法施行条例（昭和３５年埼玉県条例第３７号）第

３条第１項本文及び第２項の基準に適合しない路地状部分は除く。）は、次の表に掲げる

とおりとする。ただし、地区計画において建築物の敷地の最低限度を規定している区域に

ついては、この限りでない。

備考 計画戸数の３０％（小数点以下四捨五入）以下の区画に限り、都市計画区域内（市

街化区域内及び旧既存住宅団地内）においては１００平方メートル以上、都市計画区

域外においては１５０平方メートル以上とすることができる。ただし、この場合にお

いては路地状部分を除いた面積とする。

２ 集合住宅における１戸当たりの床面積（ベランダ、バルコニー、パイプシャフト等を除

く。）は、２５平方メートル以上とする。

（防災対策）

第２３条 事業主は、造成地の周辺を含め、宅地等の安全の確保を図らなければならない。

２ 事業主は、気象、地形、地質、地質構造、土質、環境、土地利用状況等について必要な

調査を行い、その結果を踏まえて防災上の観点から安全な設計を行い、将来災害等が発生

することのないように工事を施工しなければならない。

３ 事業主は、工事の施工に当たっては、建築基準法、労働安全衛生法（昭和４７年法律第

５７号）、建設工事公衆災害防止対策要綱（平成５年建設省経建発第１号）等により、周

辺住民、通行人、工事作業員等に対する安全対策を講じるとともに、急激な出水・濁水、

崖崩れ、土砂の流出、重機の転倒等による事故が発生しないよう万全な措置を講じなけれ

ばならない。

４ 事業者は、埼玉県建築基準法施行条例、国が作成する盛土等防災マニュアル、飯能市宅

地造成工事等技術指針その他の技術的指針等により、設計及び施工をしなければならな

い。

５ 事業主は、造成地における切土と盛土の土工量については、その開発区域内においてバ

ランスを保つように努めなければならない。

区分 １区画の面積

都市計画区域内（市街化区域内及び旧既存住宅団地内） １２０平方メートル以上

都市計画区域外 １７０平方メートル以上
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（建設廃棄物等の処理）

第２４条 事業主は、工事の施工に伴って生じる建設廃棄物及び建設発生土については、建

設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）、廃棄物の処

理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）、建設副産物適正処理推進要綱（平

成５年建設省経建発第３号）等により、適正に処理しなければならない。

（周辺への配慮）

第２５条 事業主は、周辺住民等に対して、日照への配慮をするとともに、騒音、振動、臭

気、粉じん等による影響が生じないように対策を講じなければならない。

２ 事業主は、土地を造成する場合においては、周辺の建築物、農作物、立木等に与える影

響を考慮して設計及び施工をしなければならない。

（景観等への配慮）

第２６条 事業主は、景観法（平成１６年法律第１１０号）、飯能市景観条例（平成２９年

条例第１３号）、飯能市景観計画等により、良好な景観の形成に配慮した設計及び施工を

しなければならない。

（障害者等への配慮）

第２７条 事業主は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年

法律第９１号）、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５年法律第６

５条）、埼玉県福祉のまちづくり条例（平成７年埼玉県条例第１１号）等により、高齢者、

障害者等の日常生活に配慮した設計及び施工をしなければならない。

（河岸緑地の保全等）

第２８条 事業主は、河川、水路等の河岸に植生する樹木等については、これを保全すると

ともに、宅地、駐車場、資材置場等の敷地については、生け垣等の緑化に努めなければな

らない。

（文化財の保全等）

第２９条 事業主は、開発区域内にある文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）に規定

する文化財及び埋蔵文化財の保全等については、あらかじめ教育委員会と協議しなけれ

ばならない。

２ 事業主は、工事の施工中に埋蔵文化財を発見したときは、直ちに工事を中止して教育委

員会に連絡し、その指示を受けなければならない。

３ 発掘調査等の費用については、事業主が負担しなければならない。
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（工事の届出及び検査）

第３０条 事業主は、工事に着手したときは、速やかに開発行為着工届（様式第８号）を市

長に提出しなければならない。

２ 事業主は、工事が完了したときは、速やかに開発行為完了届（様式第９号）を市長に提

出し完了検査を受けなければならない。

３ 事業主は、工事の施工に関し、市長が必要があると認めるときは、中間検査依頼書（様

式第１０号）を市長に提出し中間検査を受けなければならない。

（工事の取りやめ等）

第３１条 事業主は、事前協議が終了する前に事前協議の申出を取り下げようとするとき

又は事前協議が終了した後に工事を取りやめようとするときは、あらかじめ開発行為事

前協議取下げ（取りやめ）届（様式第１１号）を市長に提出しなければならない。

（助言、勧告等）

第３２条 市長は、工事の施工等に関し、事業主等に対し、必要に応じて指導し、助言し、

又は勧告することができる。

（立入調査等）

第３３条 市長は、工事の施工等に関し、必要な限度において、事業主、工事施工者等の承

諾を得て、職員を開発区域内に立ち入らせて調査をさせ、若しくは検査をさせ、又は関係

者に対し、必要な指示若しくは指導を行わせることができる。

（工事中の事故報告）

第３４条 事業主は、工事の施工等に伴って事故が発生した場合においては、速やかに市長

に報告しなければならない。

（損害賠償）

第３５条 事業主は、工事の施工等に伴って事業主の責めに帰すべき理由により、第三者に

損害を与えた場合においては、自らの責任と負担において、遅滞なくその原状を回復し、

又は損害を賠償しなければならない。

（契約不適合責任）

第３６条 市長は、引き渡された公共・公益施設が種類又は品質に関して協議の内容に適合

しないもの（以下「契約不適合」という。）であるときは、当該公共・公益施設の引渡し

後２年に限り、契約不適合を理由とした履行の追完の請求又は損害賠償の請求をするこ



- 13 -

とができる。

２ 前項の規定は、契約不適合が事業主の故意又は重過失により生じたものであるときに

は適用せず、契約不適合に関する事業主の責任については、民法の定めるところによる。

（建築協定）

第３７条 事業主は、地域の実情に合った住環境を守るため、必要な事項を定めた建築協定

書付分譲とするよう努めなければならない。

（事前協議済書の交付）

第３８条 市長は、この要綱に基づく事前協議が終了したときは、事業主に対し、開発行為

事前協議済書を交付する。

（その他）

第３９条 この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が定める。
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様式第１号（第６条関係）

開発行為事前協議申出書

年 月 日

（宛先）飯能市長

事業主 住 所

氏 名

電 話

代理人 住 所

氏 名

電 話

飯能市開発行為に関する指導要綱第６条第１項の規定により、設計説明書に

下記の図書を添えて事前協議を申し出ます。

記

添付図書 別紙添付図書一覧表のとおり
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添 付 図 書 一 覧 表

○印は全部添付するものとし、○印以外は必要に応じて添付すること。

No 添 付 図 書 有無 備考

１ 設計説明書（様式第２号）№１、２ 〇

２ 委 任 状 〇

３ 宅地造成及び特定盛土等規制法のみなし許可等要否判定チェックシート 〇

４ 案 内 図 〇

５ 位 置 図 〇

６ 現 況 図 〇

７ 公図の写し（法務局備付けのもの） 〇

８ 土地登記事項証明書 〇

９ 求積図（境界確定後実測したもの） 〇

１０ 土地利用計画平面図 〇

１１ 造成計画平面図、断面図

１２ 土工量計算書

１３ 建築物各階平面図、立面図

１４ 日影図（影響を受ける家屋とその世帯主を記入）

１５ 給水計画平面図

１６ 給水施設構造図

１７ 排水計画平面図、縦断図

１８ 排水施設構造図、浄化槽シート

１９ 流量計算書

２０ 緑地計画平面図、求積図、植栽計算書

２１ ごみ集積所構造図、求積図

２２ 道路計画縦断図、横断図

２３ 擁壁構造図

２４ 構造計算書

２５ 地質調査等報告書

２６ 防火水槽構造図

２７ 調整池計画書

２８ 土地権利者等の同意書

２９ 事業計画説明書（様式第５号）

３０ 周辺住民等説明状況報告書（様式第６号の１、６号の２、６号の３）

３１ その他必要となる書類

別 紙
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様式第２号（第６条関係）

設 計 説 明 書

Ｎｏ.１

１ 名 称

２ 目 的 (自己使用・分譲・賃貸・他)

３ 事 業 主

住 所

氏 名

(担当者 電話 )

４ 設 計 者

住 所

氏 名

(担当者 電話 )

５ 工事施工者

住 所

氏 名

(担当者 電話 )

６ 開発行為

場 所 飯能市

面 積 実測面積 ㎡ 台帳面積 ㎡

地 目 宅 地 農 地 山 林 その他 計

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

％ ％ ％ ％ ％

土 工 量 切 土 量 ㎥ 盛 土 量 ㎥

切土盛土面積 切土面積 ㎡ 盛土面積 ㎡

計 画 戸 数 戸 計画人口 人

１戸当たりの
面 積 平均 ㎡ 最大 ㎡ 最小 ㎡

７ 建 築 物

場 所 飯能市

用 途 地 域

計 画 戸 数 戸 敷地面積 ㎡

建 築 面 積 ㎡ 延べ面積 ㎡

建 ぺ い 率 ％ 容 積 率 ％

階 数 階 最 高 高 ｍ

軒 高 さ ｍ 建築棟数 棟

外 壁 の 色 構 造 造

８ 工 期
着 工 予 定 年 月 日

完 了 予 定 年 月 日

９ 入居時期 予 定 年 月 日
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Ｎｏ.２

10 道 路

接続先道路 幅員 ｍ 路線名

取 付 道 路 幅員 ｍ 延 長 ｍ

区域内道路 幅員 ｍ 延 長 ｍ

舗装、路面排

水、その他

11 水 道
給 水 方 法

そ の 他

12 排 水

し 尿 処 理
方法

水質 ＢＯＤ ㎎/ℓ以下

雑排水処理 方法

雨 水 処 理 方法

13 廃棄物の処理 ごみの集積所 箇所 延べ面積 ㎡

14 公園・緑地

公 園 ㎡ 開発面積に対し ％

緑 地 ㎡ 開発面積に対し ％

施 設

15 消 防

消 火 栓 基

防 火 水 槽 容量 ㎥ 基

そ の 他

16 学 校

用 地 敷地面積 ㎡

学校教育施設

整備費負担金

17 保 育 所 施 設 箇所 敷地面積 ㎡

18 幼 稚 園 施 設 箇所 敷地面積 ㎡

19 集 会 施 設
箇所 敷地面積 ㎡

建築面積 ㎡ 延べ面積 ㎡

20 駐 車 場 等
駐 車 場

敷地内 台 ㎡

敷地外 台 ㎡

駐 輪 場 台

21 防 犯 灯 ・ 街 路 灯 箇所

22 交 通 安 全 施 設 箇所

23 そ の 他
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様式第３号（第６条関係）

開発行為事前協議変更申出書

年 月 日

（宛先）飯能市長

事業主 住 所

氏 名

電 話

代理人 住 所

氏 名

電 話

下記の開発行為について、次のとおり変更したいので、飯能市開発行為に関

する指導要綱第６条第１項の規定により申し出ます。

記

＊添付書類 変更前・変更後の設計説明書、新旧対照表、変更前・変更後の図面、

その他必要な図面等

名 称

場 所 飯能市

協議番号
事 前 協 議

終了年月日
年 月 日

変 更 前

変 更 後

変更理由
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様式第４号（第６条関係）

事前協議の地位承継申出書

年 月 日

（宛先）飯能市長

譲受人 住 所

氏 名

電 話

譲渡人 住 所

氏 名

電 話

事業の承継をしたいので、飯能市開発行為に関する指導要綱第６条第３項の

規定により申し出ます。なお、譲受人（新事業主）は、譲渡人（旧事業主）が

飯能市長及び周辺住民等と協議した事項については、これを承継し、遵守しま

す。

記

＊添付書類 譲受人（新事業主）が法人の場合は、その登記事項証明書

開発行為の名称

開発行為の場所 飯能市

事前協議終了日

及び協議番号
年 月 日 第 号

承継予定年月日 年 月 日

設 計 者
住所

氏名

電話

工 事 施 工 者
住所

氏名

電話

承 継 の 原 因
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様式第５号（第６条の３関係）

事 業 計 画 説 明 書

１ 名 称

２ 目的・用途

３ 地 名 地 番 飯能市

４ 事 業 主

住 所

氏 名

担当者 （電話 ）

５ 設 計 者

住 所

氏 名

担当者 （電話 ）

６ 工事施工者

住 所

氏 名

担当者 （電話 ）

７ 工事予定期間

年 月 日から

年 月 日まで

８ 事 業 内 容

計 画 戸 数 戸

敷 地 面 積 ㎡（開発面積 ㎡）

建 築 面 積 ㎡

延 べ 面 積 ㎡

建築物の階数 階 建築物の高さ ｍ
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様式第６号の１（第６条の３関係）

周辺住民等説明状況報告書

（戸別訪問用）

年 月 日

（宛先）飯能市長

事業主 住 所

氏 名

電 話

下記の開発行為について、周辺住民等に対して事業計画の説明を行ったの

で、説明範囲図を添えて飯能市開発行為に関する指導要綱第６条の３第２項の

規定により報告します。

記

１ 開発行為の名称

２ 開発行為の場所 飯能市

３ 説明状況の概要 次のとおり

※ Ｎｏは説明範囲と対照できるようにすること。

Ｎｏ 地 番 説明対象者 所有等の区分 説明、質疑応答の要旨

１
土地所有者

建物所有者

使 用 者月 日 時 分頃説明

２
土地所有者

建物所有者

使 用 者月 日 時 分頃説明

３
土地所有者

建物所有者

使 用 者月 日 時 分頃説明

４
土地所有者

建物所有者

使 用 者月 日 時 分頃説明

５
土地所有者

建物所有者

使 用 者月 日 時 分頃説明

６
土地所有者

建物所有者

使 用 者月 日 時 分頃説明
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様式第６号の２（第６条の３関係）

周辺住民等説明状況報告書

（説明会用）

年 月 日

（宛先）飯能市長

事業主 住 所

氏 名

電 話

下記の開発行為について、周辺住民等に対して事業計画の説明を行ったの

で、説明対象範囲図を添えて飯能市開発行為に関する指導要綱第６条の３第２

項の規定により報告します。

記

１ 開発行為の名称

２ 開発行為の場所 飯能市

３ 説明状況の概要 次のとおり

第 回 説 明 会

開 催 日 年 月 日（ 曜日） 時 分～ 時 分

会 場

出

席

者

住民等 人（別紙一覧表のとおり）

説明者

説明資料 別紙のとおり

説明の概要

質疑応答
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様式第６号の３（第６条の３関係）

埋立て等事前説明状況報告書

年 月 日

(あて先)飯能市長

事業主 住 所

（土地所有者） 氏 名

(法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名)
電 話

飯能市環境保全条例第 22条第 1項の規定により埋立て等の許可申請を行うに当たり、近
隣住民を対象に事前に事業計画等を説明しましたので、その概要を報告します。

記

※様式は、飯能市環境保全条例施行規則第１３号の例による。

埋立て等の予定地 飯能市 番 外 筆

対 象 区 域
説 明

方 法
個別説明 説明会

説 明 期 日 年 月 日

説明を受けた者 人 説明した者 人

住 民 要 望 と 対 応

住民要望 対応
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様式第７号（第２１条関係）

環境基本調査報告書

年 月 日

（宛先）飯能市長

事業主 住 所

氏 名

電 話

飯能市開発行為に関する指導要綱第２１条第１項の規定により、環境基本調

査を実施したので下記のとおり報告します。

記

１ 開発行為について

① 名 称

② 目 的

③ 場 所 飯能市

２ 環境基本調査について

① 調査の実施期間 別紙のとおり

② 調査の実施方法 別紙のとおり

③ 環境に影響を及ぼす地域の位置及び規模 別紙のとおり

④ 環境に影響を及ぼす地域における社会的状況及び自然的状況 別紙のとおり
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様式第８号（第３０条関係）

開 発 行 為 着 工 届

年 月 日

（宛先）飯能市長

事業主 住 所

氏 名

開発行為に着手したので、飯能市開発行為に関する指導要綱第３０条第１項

の規定に基づき、届け出ます。

記

開発行為の名称

開発行為の場所 飯能市

事前協議終了日

及び協議番号
年 月 日 第 号

工 事 着 工 日 年 月 日

工事完了予定日 年 月 日

工 事 施 工 者

住所

氏名

電話

主 任 技 術 者 氏名

設 計 監 理 者

住所

氏名

電話
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様式第９号（第３０条関係）

開 発 行 為 完 了 届

年 月 日

（宛先）飯能市長

事業主 住 所

氏 名

開発行為が完了したので、飯能市開発行為に関する指導要綱第３０条第２項

の規定に基づき、届け出ます。

記

＊添付書類 開発区域位置図（都市計画図に記入）、公図の写し、土地利用計画

図、工事写真（工事の主要な部分、目視確認ができない部分、完成

後の全景）、確定測量図

開発行為の名称

開発行為の場所 飯能市

事前協議終了日

及び協議番号
年 月 日 第 号

工 事 着 工 日 年 月 日

工 事 完 了 日 年 月 日

工 事 施 工 者

住所

氏名

電話

主 任 技 術 者 氏名

設 計 監 理 者

住所

氏名

電話
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様式第１０号（第３０条関係）

中 間 検 査 依 頼 書

年 月 日

（宛先）飯能市長

事業主 住 所

氏 名

飯能市開発行為に関する指導要綱第３０条第３項の規定により、下記の開発

行為に関する中間検査を依頼します。

記

＊添付書類 開発区域位置図（都市計画図に記入）、土地利用計画図、検査対象

となる箇所の構造図、断面図等

開発行為の名称

開発行為の場所 飯能市

事前協議終了日

及び協議番号
年 月 日 第 号

開 発 許 可 日

及び許可番号
年 月 日 第 号

工作物確認日

及び確認番号
年 月 日 第 号

工 事 施 工 者

住所

氏名

電話

検 査 希 望 日 年 月 日

検 査 の 内 容
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様式第１１号（第３１条関係）

開発行為事前協議取下げ（取りやめ）届

年 月 日

（宛先）飯能市長

事業主 住 所

氏 名

電 話

下記の開発行為事前協議の申出については、取り下げ（取りやめ）ます。

記

１ 申出年月日 年 月 日

２ 事前協議終了年月日

及び協 議 番 号

３ 開発場所 飯能市

４ 理由

＊添付書類 開発行為事前協議が終了している場合は、その副本

年 月 日 第 号



飯能市開発行為に関する指導要綱

施 行 基 準





- 1 -

飯能市開発行為に関する指導要綱施行基準
令和8年4月 1日施行（令和8年３月５日決裁）

飯能市開発行為に関する指導要綱（昭和５６年告示第２２９号。以下｢要綱｣という。）の

施行についての基準は、次に定めるところによる。

１ 要綱により、市長に提出する書類の部数は、次のとおりとする。

⑴ 開発行為事前協議申出書 ６部（正本１部、副本５部）

⑵ 開発行為事前協議変更申出書 ２部（正本１部、副本１部）

⑶ 事前協議の地位承継申出書 ２部（正本１部、副本１部）

⑷ 周辺住民等説明状況報告書 ２部（正本１部、副本１部）

⑸ 環境基本調査報告書 ６部（正本１部、副本５部）

⑹ 開発行為着工届 １部（正本１部）

⑺ 開発行為完了届 １部（正本１部）

⑻ 中間検査依頼書 １部（正本１部）

⑼ 開発行為事前協議取り下げ（取りやめ）届 １部（正本１部）

⑽ その他必要な図書 市長が必要と認める部数

２ 要綱第４条第１項１号の社寺仏閣等の新設についての基準は、次のとおりとする。

⑴ 市内に主たる事務所を有する宗教法人が社寺仏閣等を新設する場合は、下記の⑵、⑶、

⑷、⑹、⑻、⑽、⑾、⑿、⒀に該当するものであること。

⑵ 計画地が、土地利用計画上又は土地利用上適さない場合は、立地を認めないものとす

る。

⑶ 事業主は宗教法人であること。

⑷ 計画地を含む地域における信者の分布その他に照らし、特にその地域に立地する合

理的事情があること。

⑸ 信者の分布状況は、その地域の住民の半数以上が信者であること。

⑹ 信徒名簿を提出すること。

⑺ 地権者、隣地土地所有者及び地元自治会の同意を得ること。

⑻ 地元説明会を開催すること。

⑼ 新たに設置する社寺には、管理人を置くこと。

⑽ 建築物の階数は、原則として２階以下とすること。

⑾ 緑地率は、敷地の３０％以上を確保すること。

⑿ 接続先道路は、敷地面積が１，０００㎡未満の場合は幅員４．０ｍ以上とし、敷地面

積が１，０００㎡以上５ｈａ未満の場合は幅員６．０ｍ以上、５ｈａ以上の場合は幅員

９．０ｍ以上とする。

⒀ 県学事課と協議すること。

３ 要綱第４条第２項の市長が特別の理由があると認める場合とは、次のとおりとする。

⑴ 開発区域における土砂の移動における埋め立て等

⑵ 飯能市都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例第５条第１項第１号に規

定する特定施設誘導地域内における埋め立て等

⑶ 農地法の規定による許可等を受けて行う埋め立て等

⑷ 埼玉県建築基準法施行条例第６条の規定に対して行う安全対策のための埋め立て等

⑸ 飯能市開発行為審査会において、承認された埋め立て等
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４ 要綱第４条第５項の造成地の切土及び盛土の高さの基準は、次のとおりとする。

⑴ 各区画の宅地の擁壁等の高さは、原則として垂直高で３ｍ以下とする。

⑵ 施工区域の周囲に設ける擁壁の高さは、地形、土質等を考慮してもやむを得ない場合、

原則として垂直高で５ｍ以下とする。

５ 要綱第４条第６項の別に定める建築物は、次のとおりとする。

⑴ 国及び地方公共団体が建築する建築物

⑵ 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３０条の４で規定されている以

下の建築物

ア 郵便法(昭和２２年法律第１６５号)の規定により行う郵便の業務の用に供する施

設

イ 電気通信事業法(昭和５９年法律第８６号)第１２０条第１項に規定する認定電気

通信事業者が同項に規定する認定電気通信事業の用に供する施設

ウ 電気事業法(昭和３９年法律第１７０号)第２条第１項第 16号に規定する電気事

業の用に供する施設

エ ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）第２条第2項に規定するガス小売事業又

は同条第5項に規定する一般ガス導管事業の用に供する施設

オ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和４２年法律第１

４９号）第２条第３項に規定する液化石油ガス販売事業の用に供する施設

カ 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第２項に規定する水道事業の用に供す

る施設

キ 下水道法（昭和３３年法律第７９号）第２条第３号に規定する公共下水道の用に供

する施設

ク 都市高速鉄道の用に供する施設

ケ 熱供給事業法(昭和４７年法律第８８号)第２条第２項に規定する熱供給事業の用

に供する施設

⑶ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する大学

６ 要綱第４条第６項の市長が特別の理由があると認められる場合とは、予定建築物の用

途に商業、業務、福祉、医療等の施設が入る場合とする。

７ 要綱第６条の３第２項の周辺住民等への説明の基準は、次のとおりとする。

⑴ 土地の区画形質の変更の場合

ア 主として住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為で１０区画以上の開発行為

を行おうとする者及びそれら以外の目的で行う開発行為で３，０００㎡以上の開発

行為を行おうとする者その他市長が必要と認めたものは、あらかじめ周辺の住民、土

地所有者、建物所有者及び地元自治会長等に事業の内容を説明すること。この場合に

おいて、事業計画説明書に土地利用計画平面図、造成計画平面図・断面図、給・排水

計画平面図その他事業計画を理解するのに必要な図書により行うこと。なお、周辺住

民への説明の範囲は、開発区域に隣接する土地とする。

イ 要綱第４条第２項の規定における土地の埋め立て等を行おうとする者は、飯能市

環境保全条例施行規則（平成８年規則第３１号）の規定に基づき、説明会等により周

知を図ること。

ウ 宅地造成及び特定盛土等規制法のみなし許可等要否判定チェックシートにお
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いて、みなし許可対象となる開発行為については、あらかじめ宅地造成及び特定盛土

規制法（昭和36年法律第191号）第11条又は第29条に規定する周辺地域の住

民及び地元自治会長等に対し、説明会等により周知を図ること。この場合において、

事業計画説明書に土地利用計画平面図、造成計画平面図・断面図、給・排水計画平面

図その他事業計画を理解するのに必要な図書により行うこと。

⑵ 建築物の建築の場合

４階建て以上、高さが１０ｍを超えるもの、社寺仏閣等の新設又は１０戸以上若しく

は延べ面積５００㎡以上の建築物を建築しようとする者その他市長が必要と認めたも

のは、あらかじめ周辺の住民、土地所有者、建物所有者及び地元自治会長等に事業の内

容を説明すること。この場合において、事業計画説明書に土地利用計画平面図、造成計

画平面図、建築物立面図、日影図その他事業計画を理解するのに必要な図書により行う

こと。なお、周辺住民への説明範囲は、開発区域界より計画建物の高さ２倍の範囲とす

る。

８ 要綱第６条の４の規定による事業計画の概要の公表について、支障となる事情がある

場合は、公表についての支障理由書（別紙１）により、その旨を申し出ることができる。

９ 要綱第８条第２項第１号の都市計画区域外における道路の幅員の基準は、次のとおり

とする。

⑴ 開発許可を要する開発行為は都市計画法による。

⑵ 開発許可を要しない開発行為

ア 主として建築物の建築の用に供する目的で行う開発行為の場合

イ 主として建築物の建築の用に供する目的以外の目的で行う開発行為の場合、築造

する道路の幅員は、６．０ｍ以上とする。

１０ 要綱第８条第２項第４号の道路の舗装の基準は、次のとおりとする。

アスファルト舗装は「道路設計基準道路編（埼玉県）」によるものとし、セメントコン

クリート舗装は「舗装設計施工指針（（社）日本道路協会）」によるものとする。

【参考例】舗装計画交通量 一日一方向１００台／日未満（設計期間１０年）

１１ 要綱第８条第２項第６号の交通安全施設の整備等については、次のとおりとする。

⑴ 開発区域の道路には、道路照明灯、道路反射鏡、防護柵、道路区画線等の交通安全施

設を設置すること。また、その道路を市に帰属する場合には、管理について協議するこ

と。

⑵ 交通安全施設の設置については、設置計画書に関係図面を添付して提出すること。

開発区域の面積 築造する道路の幅員

１,０００㎡未満 ４．２ｍ以上

１,０００㎡以上３,０００㎡未満 ５．２ｍ以上

３,０００㎡以上 ６．０ｍ以上

設計ＣＢＲ 下層路盤 上層路盤 基層 表層 合計厚

３
切込砕石Ｃ－４０ 粒調砕石 粗粒度アスコン 密粒度アスコン

３９㎝
１９㎝ １５㎝ － ５㎝
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１２ 要綱第１０条の２第２項の規定により合併処理浄化槽（工場生産ＦＲＰ製又はＤＣ

ＰＤ製の場合）を設置する場合の施工基準は、次のとおりとする。

⑴ 一般的事項

浄化槽工事については、浄化槽設備士が工事を実地に監督しているか、又は自ら工事

を行う。

⑵ 基礎工事

掘削後、栗石地業を行い、十分につき固め、その上に、底版コンクリート（厚さ１５

㎝以上）を水平に打ち、所定の深さとし、適切に養生する。

⑶ 据付工事

ア 本体の据付時には、石など落とさないように静かに吊り下ろし、流入管底や放流管

底のレベル及び本体の水平を確認する。

イ 水張りを行い、浄化槽本体を安定させ、石など混入していない良質の土地を用いて

周囲を均等に埋め戻す。埋め戻しの際には、水じめ及びつき固めの作業を何回かに分

けて行う。

⑷ かさ上げ工事

かさ上げの高さは３０㎝以内とし、３０㎝を超える場合にはピット構造とする。

⑸ 流入及び放流管渠の勾配

管渠の勾配は、１００分の１以上とする。

⑹ 桝の種類及び位置

ア 桝はインバート桝とし、雨水等が入らないような密閉できる蓋を設ける。

イ 桝の大きさは内法が１５ｃｍ以上の円形又は方形とする。

ウ 桝は起点、屈曲点、合流点及び一定間隔（排水管の直線部分では管の内径の１２０

倍を超えない範囲内）ごとに適切に設置する。

⑺ 浄化槽本体及びその周辺

浄化槽本体の変形、破損防止のため、適切にコンクリートスラブを打つ。なお、上部

を駐車場等荷重のかかる方法で利用する場合は、コンクリートスラブと基礎の間に支

柱をたてる。

⑻ その他

その他細目については、浄化槽メーカーの施工要領による。

１３ 要綱第１０条の２第２項の合併処理浄化槽処理水を道路側溝に放流する場合の基準

は、飯能市小型合併処理浄化槽の設置に伴う市管理道路の側溝への放流に関する取扱要

綱・運用基準（別紙２）のとおりとする。

１４ 要綱第１０条の２第４項の合併処理浄化槽による処理水の水質基準は、次のとおり

とする。

⑴ 一般住宅の場合

＊ｐＨ:水素イオン濃度 ＊ＢＯＤ:生物化学的酸素要求量 ＊ＳＳ:浮遊物質量

⑵ 工場、事務所の場合

処理対象人員 ｐＨ ＢＯＤ ＳＳ

５００人以下 ５．８～８．６ ２０mg / ℓ 以下 ５０mg / ℓ以下

５０１人以上 ５．８～８．６ １０mg / ℓ 以下 ３０mg / ℓ以下

処理対象人員 ｐＨ ＢＯＤ ＳＳ

２００人以下 ５．８～８．６ ２０mg / ℓ 以下 ５０mg / ℓ以下
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＊ｐＨ:水素イオン濃度 ＊ＢＯＤ:生物化学的酸素要求量 ＊ＳＳ:浮遊物質量

１５ 要綱第１１条第２項のごみ集積所の構造等の基準は、次のとおりとする。

⑴ 位置は、便宜上、作業上及び交通上支障のない場所であること。

⑵ 床面を舗装し、周囲をブロック又はフェンス等によって囲い、屋根等を設けるなど動

物の侵入やごみの散乱を防ぐ構造とすること。屋根等を設ける場合は、入り口部分の高

さは１．８ｍ以上、屋根等の高さは２ｍ以上とすること。

⑶ 細部については、担当部門と協議すること。

１６ 要綱第１２条第１項の公園の設置の基準は、次のとおりとする。

⑴ 開発区域の面積が３，０００㎡以上の場合においては、開発区域内に開発面積の３％

以上で、かつ、１か所の面積は１００㎡以上とし、ごみ集積所等の公園用途以外の区域

を含まないものとする。

⑵ 設置場所は、市道等の認定道路に接する平坦な土地とし、かつ、施設が有効に設置維

持管理できる安全な場所とする。

⑶ 形状については、ほぼ正形で、路地状敷地でないこと。

⑷ 公園の周囲は、生け垣又はネットフェンスその他これらに類するものを設置する。

⑸ 植樹については、担当部門と協議すること。

⑹ 面積が１，０００㎡以上の公園にあっては、２以上の出入口を設置する。

⑺ 公園の出入口の位置、構造、遊戯施設等については、担当部門と協議すること。

１７ 要綱第１２条第２項の緑地等の整備の基準は、次のとおりとする。

⑴ 戸建住宅（店舗併用住宅を含む。）の建築を目的とする開発行為にあっては、それぞ

れその敷地内に樹木、草花、芝生等により植栽を施す。

⑵ 共同住宅、事務所、事業所、工場、店舗、倉庫等の建築を目的とする開発行為にあっ

ては、原則として開発面積の２０％以上の緑地を確保すること。ただし、土地利用計画

上やむを得ない場合には、次に定める植栽を施すことにより、建ペい率８０％以上の用

途地域内においては開発区域の３％以上、建ペい率８０％未満の用途地域内において

は開発区域の６％以上の緑地とすることができる。

ア 建ペい率８０％以上の場合

緑地（開発区域の３％以上の面積）に、次の本数を植樹する。

高木：成木時の樹高が２．５ｍ以上の樹木をいう。 低木：高木以外の樹木をいう。

２０１人以上 ５．８～８．６ １０mg / ℓ 以下 ３０mg / ℓ以下

高木と低木を植樹する場合 高木

開発区域の１０％の面積㎡

２０㎡

低木

開発区域の１０％の面積㎡

２０㎡

低木のみを植樹する場合 低木

開発区域の１０％の面積㎡

２０㎡

×1本以上

×6本以上

×30本以上
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イ 建ペい率８０％未満の場合

緑地（開発区域の６％以上の面積）に、次の本数を植樹する。

高木：成木時の樹高が２．５ｍ以上の樹木をいう。 低木：高木以外の樹木をいう。

⑶ グラウンド、資材置場及び駐車場の建設を目的とする開発行為にあっては、敷地の内

周に植樹帯を確保する。

⑷ レジャー施設等の建設を目的とする開発行為にあっては、開発面積の５０％以上の

緑地を確保する。

⑸ 林地開発については、既存樹林地は優先して残置するものとし、樹林の伐採は最小限

にとどめるものとする。

⑹ 建築物の屋上等で緑化できる部分については、できる限り緑化を図るように努める

ものとする。

１８ 要綱第１２条の２第１項の消防水利施設に関する基準は、埼玉西部消防組合消防水

利の設置及び防災上の配慮に関する基準（別紙３）のとおりとする

１９ 要綱第１６条の２の集会施設等の設置基準は、次のとおりとする。

⑴ 開発行為の主たる目的が戸建て住宅の場合

建築計画戸数が１００戸以上の場合は、集会等に必要な施設を建設し、その用地及び

施設を地元自治会等に無償譲渡すること。ただし、地元自治会等との協議により、その

用地及び施設が不要の場合はこの限りではない。

⑵ 開発行為の主たる目的が共同住宅等の場合

５０戸以上の場合は、戸数に応じた必要な面積の管理人室及び集会室又は談話室を

設置すること。

⑶ 集会施設等の位置、規模その他の細部については、必要に応じて担当部門と協議する

こと。

２０ 要綱第１７条の駐車場の設置基準は、次のとおりとする。

共同住宅、長屋、寄宿舎等の住宅（以下「共同住宅等」という。）及び1戸建て住宅並

びに特定用途の建築物については、原則として次の基準により駐車場及び自転車置場を

設置するものとする。

（注）特定用途の建築物とは、駐車場法施行令（昭和３２年政令第３４０号）第１８条に

規定するもので、劇場、百貨店その他の店舗、倉庫及び工場等をいう。

高木と低木を植樹する場合 高木

開発区域の２０％の面積㎡

２０㎡

低木

開発区域の２０％の面積㎡

２０㎡

低木のみを植樹する場合 低木

開発区域の２０％の面積㎡

２０㎡

×1本以上

×6本以上

×30本以上
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⑴ 台数等の基準

ア 共同住宅等

（ア）駐車場

計画戸数の７０％以上の台数分を原則として開発区域内に確保すること。ただし、

土地利用計画上やむを得ない場合は、次に定める台数を確保することを基準とし

て、別途協議することができる。

（イ）自転車置場

計画戸数以上の台数分の自転車置場を開発区域内に確保すること。

イ １戸建て住宅

（ア）市街化区域及び市街化調整区域

１台分以上の駐車場を設置すること。

（イ）都市計画区域外

２台分以上の駐車場を設置すること。

ウ 特定用途の建築物

規模、立地条件等により協議すること。

⑵ 面積等の基準

ア 駐車場

１台当たり５.０ｍ×２.５ｍ＝１２.５㎡ を基準とする。なお、車路、出入口等につい

ては、駐車場法、埼玉県建築基準法施行条例等の規定に準ずるものとする。

イ 自転車置場

１台当たり２.０ｍ×０.５ｍ＝１.０㎡を基準とする。立体式自転車置場については、

その定数による。

⑶ 舗装の基準

舗装する場合は、原則として透水性舗装とする。

２１ 要綱第２１条第５項の環境基本調査の実施に関し必要な事項は、次のとおりとする。

⑴ 環境に影響を及ぼす地域が隣接する市町村の地域に及ぶ場合は、当該隣接する市町

村の地域を環境に影響を及ぼす地域に含めるものとする。

⑵ 環境に影響を及ぼす地域に隣接する市町村の地域を含む場合は、市長は、事前協議の

審査に当たっては、当該隣接する市町村と協議するものとする。

開発区域の過半が商業地域

内又は市街化区域内の駅か

ら５００ｍ以内の場合

計画戸数の２０％以上の台数分を開発区域内

に確保し、残りの台数分については、開発区域

から５００ｍの範囲内に確保すること。

その他の場合 計画戸数の４０％以上の台数分を開発区域内

に確保し、残りの台数分については、開発区域

から５００ｍの範囲内に確保すること。
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【別紙１】

公表についての支障理由書

年 月 日

（あて先）飯能市長

事業主 住 所

氏 名

電 話

飯能市開発行為に関する指導要綱第６条の４の規定による事業計画概要の公

表については、下記のとおり支障があるので申し出ます。

記

１ 公表に支障がある事項

２ 公表に支障がある理由
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【別紙２】

飯能市小型合併処理浄化槽の設置に伴う市管理道路の側溝への放流に関

する取扱要綱

平成１７年告示第６３号

（趣旨）

第１条 この要綱は、公衆衛生の向上と公共用水域の水質保全を図ることを目

的に、住宅等に設置された小型合併処理浄化槽（以下「浄化槽」という。）の

処理水を本市の管理する道路の側溝（以下「側溝」という。）に放流させるこ

との取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。

（放流可能な浄化槽）

第２条 側溝に放流することができる浄化槽は、し尿と雑排水を併せて処理で

きる１０人槽以下の浄化槽で、別に定める基準を満たすものでなければなら

ない。

（放流可能な地域）

第３条 浄化槽の処理水を放流することができる地域は、公共下水道事業処理

区域外において、側溝以外に流末を確保することが極めて困難であると認め

られる地域とする。

（放流可能な側溝）

第４条 浄化槽の処理水を放流することができる側溝は、その流末が河川又は

水路若しくは公共下水道に直接に接続されているもので、浄化槽の処理水を

放流した場合においても正常な路面排水を妨げないと認められるＵ型側溝と

する。

（道路管理者の許可）
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第５条 浄化槽の設置者は、浄化槽の処理水を側溝へ放流しようとする場合は、

排水管の接続方法について道路管理者と協議し、その許可を受けなければな

らない。

（浄化槽の維持管理）

第６条 前条の規定により道路管理者の許可を受けて浄化槽の処理水を側溝へ

放流する者（以下「浄化槽管理者」という。）は、当該設置した浄化槽の保守

点検、清掃及び法定検査を実施し、その機能を常に良好な状態に保持できるよ

う維持管理を行わなければならない。

（入間第二用水土地改良区への届出）

第７条 浄化槽管理者は、側溝の流末が入間第二用水土地改良区管理水路に接

続する場合は、あらかじめ入間第二用水土地改良区に届け出なければならな

い。

（公共下水道への切替え義務）

第８条 浄化槽管理者は、公共下水道の供用開始により側溝に放流している処

埋水を当該公共下水道に流入することができることとなった場合は、下水道

法（昭和３３年法律第７９号）第１０条第１項の規定により、速やかに側溝へ

の放流を廃止し、公共下水道への流入に切り替えなければならない。

（その他）

第９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。

----------------------------------------------------------------------------------------------------------
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飯能市小型合併処理浄化槽の設置に伴う市管理道路の側溝への

放流に関する取扱要綱運用基準

平成２５年 ２月２２日 決裁

平成２５年 ４月 １日 施行

令和 ５年 ８月 １日 改正

１（第１条関係）

飯能市小型合併処理浄化槽の設置に伴う市管理道路の側溝への放流に関する取扱要綱第

１条中にある住宅等とは、建築基準法施行規則にある、①一戸建ての住宅、②長屋、③共同

住宅、④住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねるものをいう。

２（第２条関係）

合併処理浄化槽は次の表に掲げる区分に応じた基準を満たしているものでなければなら

ない。また、住宅等から排出される油分の多い排水を合併処理する浄化槽にあっては、浄化

槽の流入側に、当該油分の多い排水に対する適当な容量の油脂分離装置を設けることとす

る。

３（第４条関係）

排水管をＵ型側溝へ接続する場合は、他の排水管の道路側溝への接続部から 2.0ｍ以上離
すこととする。

道路側溝への接続方法については、構造基準図（図１）に適合することとする。

４（第５条関係）

道路占用許可の申請に伴う添付資料は、道路占用許可申請書添付書類（別紙１）のとおり

とする。

区分 基準

生物化学的酸素要求量除去率 90パーセント以上
放流先の生物化学的酸素要求量 20ミリグラム／リットル以下（日間平均値）
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飯能市小型合併処理浄化槽の設置に伴う市管理道路の側溝への放流に関する取

扱要綱運用基準 図１

構 造 基 準 図

●コンクリートます設置図（単位:㎜）

※汚水ますの代わりにドロップますも使用可とする。

※側溝が道路の反対側にある場合は、加圧方式によることができる（側溝への

接続部分は、コンクリート防護とする。）。

●側溝接続部分詳細図（単位:㎝）

【平面図】 【横断図】
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飯能市小型合併処理浄化槽の設置に伴う市管理道路の側溝への放流に関する取

扱要綱運用基準 別紙１

道路占用許可申請書添付書類

（合併処理浄化槽処理水の道路側溝放流許可用）

１ 委任状 （本人申請の場合は不要）

２ 案内図

３ 配置図または土地利用計画図 （地盤高を記入すること）

４ 排水管布設設計図 (平面図、縦断図)

５ 排水施設構造図 （浄化槽、人孔、側溝接続部）

６ 理由書 （側溝放流することになった理由）

７ 誓約書 （側溝放流するにあたり、側溝機能を保持することにつ

いて）

８ 工事施工同意書 （放流管を他人の所有地に埋設する場合）

９ 合併処理浄化槽認定シート

１０ 接続協議届出書の写し

※側溝の流末が入間第二用水土地改良区管理水路に接続する場合

入間第二用水土地改良区

飯能市大字双柳３５３（飯能合同庁舎内）

℡042-972-9100

＊図面は各２部提出すること

埼玉西部消防組合消防水利の設置及び防災上の配慮に関する基準
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平成２５年４月１日

消防局訓令第２６号

改正 平成２８年３月３１日

消防局訓令第２号

目次

第１章 総則（第１条―第３条）

第２章 消防水利施設の設置基準（第４条―第１０条）

第３章 防災上の配慮に関する基準（第１１条―第１６条）

第４章 申請及び検査（第１７条―第２４条）

第５章 雑則（第２５条）

附則

第１章 総則

（目的）

第１条 この基準は、消防水利の設置及び防災上の配慮を計画的に進め、公共性

を十分考慮した均衡ある消防活動施設の形成と災害に強い街づくりを図り、

もって住民福祉の増進に寄与することを目的とする。

（適用範囲）

第２条 この基準は、埼玉西部消防組合（以下「組合」という。）の管轄区域内

にある所沢市、飯能市、狭山市、入間市及び日高市（以下「組合市」という。）

における都市計画法（昭和４３年法律第１００号）に基づく開発行為及びこれ

に準じた行為に関し適用するものとする。

（定義）

第３条 この基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。

⑴ 消防水利 消防法（昭和２３年法律第１８６号）第２０条第２項に規定す
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る消防に必要な水利施設及び同法第２１条第１項の規定により、消防水利と

して指定されたものをいう。

⑵ 開発行為等 都市計画法第４条第１２項に定める開発行為、建築基準法（

昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に定める建築物の建築並びに都市計

画法施行令（昭和４４年政令第１５８号）第１条第１項に定める第一種特定工

作物及び同条第２項各号に掲げる施設の建設をいう。

⑶ 中高層建築物 地階を除く階数が４以上又は建築物の高さ（建築基準法施

行令（昭和２５年政令第３３８号）第２条第１項第６号に規定する高さをい

う。以下同じ。）が１０メートルを超える建築物をいう。

⑷ 開発事業 開発行為等及び動物霊園の建設をいう。

⑸ 開発事業者 開発事業を行う者をいう。

⑹ 開発事業区域 開発事業を行う区域をいう。

⑺ 大規模開発事業 次に掲げる開発事業をいう。

ア 開発事業区域の面積が１万平方メートル以上のもの

イ １００戸以上の共同住宅又は延べ面積が１万平方メートル以上の建築

物の建築

⑻ 消防用活動空地 はしご付消防自動車（以下「はしご車」という。）等が

災害に際し、操作活動が十分行える空地をいう。

⑼ 進入路 はしご車が走行可能な道路、通路、空地等をいう。

第２章 消防水利施設の設置基準

（消防水利の設置）

第４条 開発事業者は、開発事業を行おうとするときは、開発行為等による防火

水槽の設置に関する協議書（様式第１号）を締結し、消防水利の基準（昭和３

９年消防庁告示第７号）によるもののほか、次条から第１０条までに規定する

基準により開発区域内の消防水利施設として消防水利を設置すること。
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（消防水利の設置条件）

第５条 消防水利の設置条件は、次のとおりとする。

⑴ 開発事業者は、消防施設設置基準（別表第１）により、消防水利を設置

すること。ただし、大規模開発事業又は保管物品の内容等によっては別に

協議すること。

⑵ 防火水槽の取水口の位置は、消防ポンプ自動車が容易に取水できる位置

とすること。

（消防水利の設置基数）

第６条 消防水利の設置基数は、次のとおりとする。

⑴ 設置基数は、別表第２に定める距離で包囲できるよう、必要基数を設置

すること。

⑵ 防火水槽を３基以上設置する場合は、その合計の３分の１を消火栓とす

ることができる。

（防火水槽の構造）

第７条 防火水槽の構造は、次のとおりとする。

⑴ 防火水槽の内容積は、４０立方メートル以上で、かつ、原則として地下埋

設型であること。

⑵ 鉄筋コンクリート造りの防火水槽の場合には、国が行う補助の対象となる

消防施設の基準額（昭和２９年総理府告示第４８７号）第２条の規定による

規格に合致したものであること。

⑶ 二次製品の防火水槽については、財団法人日本消防設備安全センターの認

定品を使用すること。

⑷ 地中梁水槽については、建物外部に取水口を設置すること。ただし、取水
はり

口が建物外部に設置することができない場合は、次に掲げる導水装置を設置

すること。
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ア 単独配管２系統の採水口（呼称７５ミリメートル吸管への接続口）

イ 通気管（直径１００ミリメートル以上）

ウ 点検用マンホール蓋

⑸ 地中梁水槽が複数に区画されている場合については、通気口（直径１００
はり

ミリメートル）及び通水口（直径１５０ミリメートル）をそれぞれ２箇所以

上設けるとともに、各層の点検用に人通口（直径５００ミリメートル以上）

を設置すること。

（消防水利の標識）

第８条 消防水利の標識は、消防水利等設置完了時において設置しなければなら

ない。

２ 防火水槽の水利標識は、別図第１により防火水槽敷地内に支柱掲出すること

（塗色）

第９条 防火水槽の吸管投入孔蓋及び消火栓蓋の周囲には、別図第２により原

則として幅１５０ミリメートルで黄色の溶着塗装を行うこと。

（防火水槽の蓋）

第１０条 防火水槽の蓋については、原則各組合市の定めるもののほか、安全性

及び消防活動時の開閉性を考慮したものを設置すること。

第３章 防災上の配慮に関する基準

（消防用活動空地）

第１１条 開発事業者は、中高層建築物の建築をしようとするときは、別表第３

の基準のほか、次条から第１６条までに規定する基準により、防災上の配慮を

すること。

（はしご車停止場所及び消防用活動空地の確保）

第１２条 開発事業者は、中高層建築物のうち高さ１５メートル以上又は地上５

階以上の建物を建築する場合は、建築物の配置及び進入路の構造（幅員、組成
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等）を災害時にはしご車進入の支障とならないよう計画するとともに、はしご

車停止場所及び消防用活動空地の確保に配慮すること。

（標識）

第１３条 はしご車停止場所には、別図第３により標識を設置すること。

（はしご車の進入及び架梯が不可能と認められる場合）
てい

第１４条 第１２条の場合ではしご車の進入及び架梯が不可能と認められる場
てい

合は、次によることとする。ただし、これらにより難い場合は、別に協議する

こと。

⑴ 居住系建築物

ア 廊下等の共用部分に接続して屋外階段を設置すること。

イ 湿式の連結送水管を設置すること。

ウ 各住戸から二方向避難を確保すること。

エ 壁及び天井の室内に面する部分の仕上げは、不燃材料又は準不燃材料と

すること。

⑵ 居住系建築物以外の建築物

ア 廊下等に接続して屋外階段を設置すること。

イ 湿式の連結送水管を設置すること。

ウ 壁及び天井の室内に面する部分の仕上げは、不燃材料又は準不燃材料と

すること。

エ 病院、福祉施設等は、連続したバルコニーを設置すること。

オ ホテル、病院、福祉施設等の屋内廊下には機械式排煙設備又は直接外気

に接する排煙設備を設置すること。

（窓ガラスの飛散防止）

第１５条 開発事業者は、中高層建築物のうち高さ１２メートル以上に窓を設置

する場合には、道路側に接する面の窓の窓ガラスに飛散防止措置を講ずること（
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別図第４参照）。ただし、次による場合は、この限りでない。

⑴ 道路境界線と該当する窓面までの水平距離が、飛散防止措置が該当となる

それぞれの窓面下場の高さに２分の１を乗じた数値以上確保されている場合

⑵ 窓面にテラス、廊下等により、ガラスの飛散落下を防止できる構造を有し

ている場合

（高層建築物）

第１６条 高層建築物（高さ３１メートルを超える建築物）については、埼玉西

部消防組合高層建築物防火安全指導指針（平成２５年消防局告示第８号）の規

定の例による。

第４章 申請及び検査

（消防水利の設置届）

第１７条 消防水利を設置しようとする場合は、設置工事に着手する１０日前

までに消防水利の設置届出書（様式第２号）２部を埼玉西部消防組合消防長（

以下「消防長」という。）へ提出させるものとする。

２ 前項の届出があった場合は、届出の内容を審査し、不備又は指示事項がある

場合は、当該届出書にその旨を朱書きし是正等の指導をするものとする。

（届出書の返却）

第１８条 消防水利の設置届出書を処理したときは、当該届出書の副本を工事

着工前に申請者に返却するものとする。

（消防水利の検査）

第１９条 防火水槽の工事に際しては、次の工程部分について検査を行うもの

とする。ただし、第１号から第３号までの検査については、記録写真の提出等

により省略することができる。

⑴ 縄張り

⑵ 掘削完了
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⑶ 割栗

⑷ 基礎配筋（生コン打設）

⑸ 立上り配筋

⑹ スラブ配筋（生コン打設）

⑺ 型枠取り外し状況

⑻ 完成検査

⑼ 漏水検査（１週間後）

２ 消火栓については、水圧測定を行うものとする。

（防火水槽完成検査済証の交付）

第２０条 完成検査及び漏水検査の結果、合格した防火水槽について防火水槽完

成検査済証（様式第３号）を２部作成し、１部を申請者に交付するものとする

（消防水利の指定）

第２１条 第１７条により設置する防火水槽のうち、他の用途と兼用し又はそ

の他の事由により、組合に移管することが困難なものについては、消防水利指

定承諾書（様式第４号）により承諾を得たのち、消防水利指定書（様式第５号

）を申請者に交付するものとする。

（防火水槽の除去）

第２２条 消防水利を除去しようとする者は、協議を実施したのち消防水利除

去申請書（様式第６号）を提出するものとする。

２ 消防水利の除去を承諾したときは、消防水利除去承諾書（様式第７号）を

申請者に交付するものとする。

（防火水槽の寄附採納）

第２３条 防火水槽について寄附採納の意向がある場合には、防火水槽寄附採

納申請書（様式第８号）を提出するものとする。

（組合市への報告書式等）
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第２４条 各組合市への報告書式等については、各組合市に基づくものとする。

第５章 雑則

（委任）

第２５条 その他この基準について必要な事項は、消防長が別に定める。

附 則

この訓令は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則（平成２８年３月２９日消防局訓令第２号）

この訓令は、平成２８年４月１日から施行する。

別表第１（第５条関係）

消防施設設置基準

備考 消防活動上設置の必要がないと認められるものは、次のとおりとする

。

⑴ 開発事業区域の面積が3,000㎡未満のもので開発事業区域の建物を既
存消防水利で別表第２に掲げる距離以内で包含できる場合

⑵ 運動場又は墓地の用途で消防活動上設置の必要がないと認められる

場合

⑶ 管理者が消防活動上設置の必要がないと認めた場合

別表第２（第６条関係）

近隣商業地域

１００ｍ
商業地域

工業地域

工業専用地域

設置基準 設置する消防水利

開発事業区域の面積が2,000㎡以上のもの。ただし、
消防活動上設置の必要がないと認められるものを除

く。
防火水槽40㎥以上

開発事業区域の面積が、3,000㎡未満のもので開発事
業区域に建築される建物の延べ面積が6,000㎡以上の
もの
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別表第３（第１１条関係）

備考

１ 「すみ切り」とは、進入路の屈曲又は交差する場所をはしご車が容易

に方向転換するために必要な進入路の曲角部分を切り取ることをいう。

２ 「停止場所」とは、はしご車が活動するために停車する場所をいう。

３ バルコニー等」とは、避難上及び消防活動上有効なもので、幅員75cm

以上のものをいう。

別図第１（第８条関係）

その他の用途地域

１２０ｍ用途地域の定められていない地域

市街化調整区域

進入路及び停車場所 車両荷重に耐えられる構造

進入路のすみ切り 別図第５により管轄消防署と別途協議

停車場所の勾配 ５％以下

停止場所が複数となる

場合の間隔
40ｍ以下

停止場所の大きさ 幅６ｍ・長さ12ｍ

架梯対象となる箇所
てい

住宅の場合はバルコニー等を対象とし、やむを

得ない場合は屋外開放廊下とする。

上記以外の場合は住宅に準ずるほか、幅75cm、

高さ1.2ｍ以下の開口部で屋外から開放又は局部

破壊により解除できる箇所とする。

なお、電線等の障害がある場合は管轄内消防署

と別途協議すること。

停止場所から建物まで

の水平距離
５ｍ以上、10ｍ以内
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１ 防火水槽標識について

２ 設置の基準について

別図第２（第９条関係）

指定水利（組合所有以外の水利） 組合が所有する防火水槽

1900mm

程度

300～350mm

600mm
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１ 消防水利塗色（標示）について

⑴ 道路上の場合

⑵ 歩道上の場合

⑶ 道路脇（土などのため標示できない場合）

⑷ 交差点又はその周辺の場合

※ 周囲の状況により、上記の標示ができない場合には、相談すること。

枠のみ標示

枠・線を標示

線のみ標示

枠のみ標示

車道

歩道

車道
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※ 上記標示は、車両進行方向に向かって伸ばすものとする。

２ 標示線の長さ・幅について

※ 線の幅は全て、150mm

1100mm

歩道

歩道

車両進行方向

道路境界

950mm

1100mm

550mm

車両進行方向

5000mm
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別図第３（第１３条関係）

はしご車停止場所標識について

特に標識の指定はしませんが、次の例のように「はしご車の停止場所

」と容易に視認ができる標識を設置してください。
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別図第４（第１５条関係）

窓ガラスの飛散防止措置について

例）

①窓

水平距離６ｍ未満の場合

②窓

水平距離７．５ｍ未満の場合

③窓

水平距離９ｍ未満の場合

12ｍ 15ｍ 18ｍ
6ｍ

道
路
境
界
線

③窓

②窓

①窓

道路
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別図第５（別表第３関係）

１ 進入路に関する条件

進入路は、はしご車などの運行、操作が容易にできる幅員、すみ切

り及び路盤などの強度を有し、次によるものとする。

⑴ 進入路の周辺部分には、はしご車の運行、操作などの障害となる

門、塀、電柱などの障害要因が存在しないこと。

⑵ 進入路の有効幅員は、４ｍ以上であること。

⑶ 進入路は、はしご車の総重量に耐えられる構造であること。

⑷ 進入路の屈曲又は交差部分には、幅員に応じたすみ切りを設ける

こと。（進入路すみ切り図参照）

⑸ 進入路の勾配は、縦、横方向とも５％（３度）以下であること。

２ 進入路すみ切り図（直角の場合）

⑴ 幅員４ｍの場合

⑵ 幅員５ｍと４ｍ・５ｍの場合

4m 10m

10m

4m
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⑶ 幅員６ｍと４ｍ・５ｍ・６ｍの場合

4.6m

5m

5m4m 6m

6m

10m

4.6m

1.2m

1.2m2.2m3.2m

5m

4.6m

4.6m

4m

10m
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様式第１号（第４条関係）

開発行為等による防火水槽の設置に関する協議書

埼玉西部消防組合（以下「組合」という。）と （以下「申請
者」という。）は、都市計画法に基づく開発行為又は組合市の定めにより設置
される防火水槽の設置に関し、同法第３２条の規定及び組合市の関係条例等
により下記のとおり協議書を締結する。

記
１ 帰属先・管理者について
⑴ 帰属先
⑵ 管理者
⑶ 所 在
⑷ 物 件

２ 設計・施工について
⑴ 防火水槽の構造については、組合の指定した構造とすること。ただし、
二次製品で一般財団法人日本消防設備安全センターの認定品を使用する
場合は、この限りでない。

⑵ 申請者は、工事を着工する前に消防水利の設置届出書（様式第２号）に
必要書類を添付し、２部提出すること。

⑶ 申請者は、工事に際して完成までの各工程写真を撮影するとともに、
組合の指示に従い、中間検査を受けること。

⑷ 申請者は、工事が終了した時点で組合が行う完了検査を受けること。
３ 帰属について

組合へ帰属される防火水槽については、完了検査に合格した後、引継書
に工事の工程写真を添付し、組合へ引き渡すものとする。
４ 管理について

防火水槽の管理については、組合へ帰属されるものについては組合が行
い、それ以外は申請者が行うものとする。
５ 履行について

協議後は、この協議書に基づき速やかに工事及び事務手続をすること。
６ その他

この協議書に定めのない事項については、その都度、組合と申請者が協
議して定めるものとする。
この協議の合意を証するため本書を２通作成し、組合、申請者ともに記名

押印の上、それぞれその１通を所持する。
年 月 日

組 合：事務所の所在地 埼玉県所沢市けやき台一丁目
１３番地の１１

名称及び管理者 埼玉西部消防組合
管理者 □印

申請者：住所又は事務所
の所在地
氏名又は名称
及び代表者名 ○印
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様式第２号（第１７条関係）

年 月 日

（宛先）埼玉西部消防組合消防長

申請者

住所又は事務所
の所在地
氏名又は名称
及び代表者名

連絡先電話番号

消防水利の設置届出書

市 番地の区域内に下記のとおり消防用貯水施設を設

置いたしますので、関係図書を添えて届出します。

記

１ 消防水利の種類等

⑴ 防火水槽 ㎥ 基

⑵ 消火栓 本管 ㎜ 基

２ 添付図面

⑴ 案内図

⑵ 施工区域平面図（宅地の境界及び貯水施設の位置を示したもの又は消火栓にあっ

ては配管口径も記入してください。）

⑶ 防火水槽の構造図（組合指定のものは添付不要です。）

⑷ その他

３ その他

⑴ 工事着工予定年月日 年 月 日

⑵ 工事完成予定年月日 年 月 日

⑶ 工事関係者連絡先 住 所

氏 名

電話番号
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様式第３号（第２０条関係）

第 号

防火水槽完成検査済証

設 置 場 所

設 置 者

工 事 施 工 者

規 格

容 量

検 査 所 見

完成検査年月日 年 月 日

検 査 者
消防署

年 月 日

埼玉西部消防組合消防長 □印
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様式第４号（第２１条関係）

年 月 日

（宛先）埼玉西部消防組合管理者

申請者

住所又は事務所
の所在地
氏名又は名称
及び代表者名

消防水利指定承諾書

年 月 日に完成した下記防火水槽を指定消防水利として承

諾します。

記

１ 開発名称

２ 所在地 市

３ 種類・規模 ㎥ 基
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様式第５号（第２１条関係）

第 号

年 月 日

様

埼玉西部消防組合管理者 □印

消防水利指定書

下記に設置された消防水利は、消防法第２１条第１項により消防水利に指定

しました。

記

１ 指定番号 第 号

２ 所在地 市

３ 種別・規模 ㎥

＜遵守事項＞

１ 指定消防水利は、消防機関が使用できるように、付近に障害物等を置かな

いでください。

２ 消防水利に係る改修工事等を行う場合は、下記連絡先にご連絡ください。

連絡先 消防署消防管理課

電話番号
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様式第６号（第２２条関係）

年 月 日

（宛先）埼玉西部消防組合管理者

申請者

住所又は事務所
の所在地
氏名又は名称
及び代表者名

消防水利除去申請書

市 番地の区域内に設置されている消防水利につ

いて、下記のとおり除去したいので申請します。

記

１ 種類・規模 ㎥ 基

２ 除去の理由



【別紙３】

- 37 -

様式第７号（第２２条関係）

第 号

年 月 日

様

埼玉西部消防組合管理者 □印

消防水利除去承諾書

年 月 日に提出された消防水利除去申請書に係る、下記消防

水利の除去について承諾いたします。

記

１ 所在地 市

２ 種別・規模 ㎥ 基

※ 除去工事を始める際は、下記連絡先にご連絡ください。

連絡先 消防署消防管理課

電話番号
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様式第８号（第２３条関係）

年 月 日

（宛先）埼玉西部消防組合管理者

申請者

住所又は事務所
の所在地
氏名又は名称
及び代表者名

防火水槽寄附採納申請書

下記の防火水槽を埼玉西部消防組合に寄附採納したいので申請します。

記

１ 施設場所 市

（市道内・市公園内）

２ 寄附物件 防火水槽 ㎥級（道路用・敷地用）

３ 物件基数 基

４ 完了年月 年 月

５ 添付書類 工事の工程写真


